
平成15年2月期  個別中間財務諸表の概要   平成14年10月16日

   エスフーズ株式会社 上場取引所   東  大
コード番号   2292 本社所在都道府県
(ＵＲＬ  http://www.sfoods.co.jp）
問合わせ先   責任者役職名 取締役専務執行役員　経営管理グループ担当   兵庫県

  氏        名 富沢　進 TEL （0798) 43-1065
中間決算取締役会開催日   平成14年10月16日  中間配当制度の有無    有
中 間 配 当 支払開始日   平成－年－月－日  単元株制度採用の有無  有（1単元500株)

1.14年8月中間期の業績 （平成14年3月１日～平成14年８月31日）
(1)経営成績 （金額表示：百万円未満切捨)

         百万円 ％   ％       百万円 ％
14年8月中間期 18,240 ( △30.4 )  （ △3.3 ）  482 ( △45.2）
13年8月中間期 26,211 ( 0.1 )  （ △37.9）  880 ( △10.2）
14 年 2 月 期 40,220  366
  

百万円 円    銭
14年8月中間期 257 ( △42.8 ) 12 19
13年8月中間期 449 ( 6.3 ) 20 98
14 年 2 月 期 △ 2,027   △  95 03
(注)①期中平均株式数　14年8月中間期　21,138,642株　13年8月中間期　21,446,659株　14年2月期　21,334,565株
　　②会計処理の方法の変更　　無
　　③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
 １  株  当  た  り
 年  間  配  当  金

      円   銭   
14年8月中間期      0       ―――  
13年8月中間期      0        ―――
14 年 2 月 期      ―――      6．0 0

(3)財政状態
  １ 株 当 た り
  株  主  資  本

百万円    百万円 ％ 円 銭
14年8月中間期  17,908 71.5 847 27
13年8月中間期  20,473 73.6 954 63
14 年 2 月 期  17,778 70.2 840 94
(注)①期末発行済株式数　14年8月中間期　21,136,991株　13年8月中間期　21,445,811株　14年2月期　21,140,643株
    ②期末自己株式数  　14年8月中間期　   309,668株　13年8月中間期　       848株　14年2月期　   306,016株

0
2.15年2月期の業績予想（平成14年3月1日～平成15年2月28日）

１株当たり年間配当金
  期   末  

百万円   百万円
15 年 2 月 期   1,150  12． 00  12．00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 28  円  39  銭

  業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報基づき作成したものです。
  実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。
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    (1)中間貸借対照表(1)中間貸借対照表(1)中間貸借対照表(1)中間貸借対照表
（単位：千円）

期  別 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の
 要約貸借対照表

（平成14年8月31日現在） （平成13年8月31日現在） （平成14年2月28日現在）
科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％
流動資産
  1. 現 金及び預 金 1,647,927 910,770  1,335,403
  2. 受  取  手  形 132,854 118,696  80,382
  3. 売    掛    金 5,180,723 6,046,730  2,735,044
  4. た な 卸 資 産 3,191,966 4,743,253  4,498,530
  5. そ    の    他 548,194 453,402  1,858,246
     貸 倒 引 当 金 △ 41,446 △ 32,482 △ 26,946
     流動資産 合 計 10,660,221 42.6 12,240,371 44.0 10,480,661 41.4
固定資産  
 (1)有形固定資産  
  1. 建          物 2,408,031 3,442,888  2,518,091
  2. 土          地 5,106,570 7,625,384  5,106,570
  3. そ    の    他 1,167,883 1,527,630  1,266,869
      有形固定資産合計 8,682,485 34.7 12,595,903 45.3  8,891,531 35.1
 (2)無形固定資産 162,901 0.7 115,401 0.4  121,654 0.5
 (3)投資その他の資産 5,693,919 3,003,001  6,028,195
     貸 倒 引 当 金 △ 158,871 △ 146,616 △ 207,356
       投資その他の資産合計 5,535,048 22.1 2,856,384 10.3  5,820,839 23.0
     固定資産 合 計 14,380,435 57.4 15,567,690 56.0  14,834,025 58.6
     資  産  合  計 25,040,656 100.0 27,808,061 100.0  25,314,686 100.0
    （負債の部）  
流動負債  
  1. 買    掛    金 3,612,703 4,625,130 2,274,845
  2. 短 期 借 入 金 1,850,000 1,200,000 3,300,000
  3. 未    払    金 430,463 480,249 359,508
  4. 未払法 人 税等 19,395 302,801 28,311
  5. 賞 与 引 当 金 282,590 164,000 94,000
  6. そ    の    他 551,711 132,694 1,089,108
     流動負債 合 計 6,746,863 27.0 6,904,874 24.8 7,145,774 28.2
固定負債
  1. 退職給付引当金 191,397 201,428 192,605
  2. 役員退職慰労引当金 193,101 224,709 197,749
  3. そ    の    他 500 3,400 500
     固定負債 合 計 384,998 1.5 429,537 1.6 390,854 1.6
     負  債  合  計 7,131,862 28.5 7,334,412 26.4 7,536,628 29.8
    （資本の部）
Ⅰ．資    本    金 4,226,645 16.9 4,226,645 15.2 4,226,645 16.7
Ⅱ．資 本 準 備 金 4,171,887 16.7 4,171,887 15.0 4,171,887 16.5
Ⅲ．利 益 準 備 金 590,000 2.3 590,000 2.1 590,000 2.3
Ⅳ．その他の剰余金
 (1)任 意 積 立 金 8,061,899 32.2 10,062,229 36.2 10,062,229 39.7
  (２)中間(当期)未処分利益 1,064,103 4.2 1,410,356 5.1 △ 1,066,966 △  4.2
    その他の剰余金合計 9,126,003 36.4 11,472,586 41.3 8,995,263 35.5
Ⅴ．その他有価証券評価
　　差額金 △ 8,845 0.0 12,530 0.0 △ 10,937 0.0

△ 196,896 △  0.8        ―      ― △ 194,800 △  0.8
    資  本  合  計 17,908,793 71.5 20,473,648 73.6 17,778,058 70.2
    負債・資本合計 25,040,656 100.0 27,808,061 100.0 25,314,686 100.0

Ⅵ．自　己　株　式
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                    (2)中間損益計算書(2)中間損益計算書(2)中間損益計算書(2)中間損益計算書
（単位：千円）

期  別 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の
要約損益計算書

自 平成14年3月 1日 自 平成13年3月 1日 自 平成13年3月 1日

 至 平成14年8月31日 至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

％ ### ％ ％
Ⅰ.売    上    高 100.0 26,211,202 100.0 50,427,045 100.0
  1.製品売上高 7,113,841 10,656,064 16,670,804
  2.商品売上高 11,126,323 15,555,137 23,549,503
    売上高 合 計 18,240,164 100.0 26,211,202 100.0 40,220,308 100.0
Ⅱ.売  上  原  価
  1.製品売上 原 価 5,150,208 8,235,087 13,424,962
  2.商品売上 原 価 10,003,550 14,512,601 22,015,858
    売上原価 合 計 15,153,759 83.1 22,747,689 86.8 35,440,820 88.1
    売 上 総 利 益 3,086,405 16.9 3,463,513 13.2 4,779,487 11.9
Ⅲ.販売費及び一般管理費 2,502,245 13.7 2,859,448 10.9 4,915,055 12.2
    営  業  利  益 584,160 3.2 604,064 2.3 △ 135,567 △　0.3
Ⅳ.営 業 外 収 益
  1.受  取  利  息 7,228 63 692
  2.そ    の    他 135,354  293,144  552,779  
    営業外収益合計 142,583 0.7 293,207 1.1 553,472 1.3
Ⅴ.営 業 外 費 用
  1.支  払  利  息 8,346 2,738 10,277
  2.そ    の    他 235,955  13,859  40,873
    営業外費用合計 244,302 1.3 16,598 0.0 51,150 0.1
    経  常  利  益 482,441 2.6 880,674 3.4 366,753 0.9
Ⅵ.特  別  利  益 10,903 0.1 60,154 0.2 166,637 0.4
Ⅶ.特  別  損  失 19,133 0.1 210,286 0.8 4,026,896 10.0
    税引前中間(当期)純利益 474,212 2.6 730,542 2.8 △ 3,493,505 △　8.7
   法人税、住民税及び事業税 9,607 0.1 317,544 1.2 60,076 0.1
   法人税等調整額 207,021 1.1 △ 36,958 △ 0.1 △ 1,526,215 △　3.8
   中間(当期)純利益 257,583 1.4 449,956 1.7 △ 2,027,366 △　5.0
   前 期 繰 越 利 益 806,519 960,399 960,399
    中間(当期)未処分利益 1,064,103  1,410,356  △ 1,066,966  

貸借対照表及び損益計算書の注記

  （当中間会計期間）   （前中間会計期間）   （前 事 業 年 度）
有形固定資産
        減価償却累計額 8,882,997 千円 10,169,343 千円 8,729,373 千円
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中間財務諸表のための基本となる重要な事項中間財務諸表のための基本となる重要な事項中間財務諸表のための基本となる重要な事項中間財務諸表のための基本となる重要な事項

1.資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
　　　①子会社株式 移動平均法による原価法
　　　②その他有価証券

時価のあるもの 中間決算末日の市場価格等に基く時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）デリバティブ 時価法
（3）たな卸資産
　　①商品・原材料（肉） 個別法による低価法
　　②製品・仕掛品、原材料（その他） 移動平均法による低価法

2.固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 定率法

但し、平成10年４月１日以降取得の建物（
建物附属設備を除く）は定額法を採用して
おります。

（2）無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法を採用しております。

（3）長期前払費用 定額法

3.引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 ………… 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実質率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不可能見込額を計上しておりま
す。

（2）賞与引当金 ………… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基づき計上
しております。

（3）退職給付引当金　………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資金の見込額に基づき、当中間会計期間末において
発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（5年）による定額法により翌事業年度から費用
処理することとしております。

（4）役員退職慰労引当金　…役員退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要支給額
を計上しております。

4.リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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5.ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　　また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を
　　行っております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段 先物為替取引
　　　ヘッジ対象 外貨建商品仕入による外貨建債務及び外貨建予定取引
（3）ヘッジ方針
　　先物為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、外貨建商品仕入の年間計画額を上限とし
　　て、一定のヘッジ比率以上の為替予約を実施することとし、社内管理規程に基づき、経理部
　　を取引の執行及び管理の所管部署とするリスク管理体制をとっております。
（4）ヘッジの有効性評価の方法
　　ヘッジ会計の要件を満たすかどうかを判定するため、先物為替予約額がヘッジ対象取引額の
　　範囲内であることを毎月確認しております。

６.その他中間財務諸表作成のための重要な事項
    消費税等の会計処理方法
　  消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報

自己株式の表示
　　前中間期まで流動資産に計上しておりました「自己株式」は、中間財務諸表等規則の改正に
　　より当中間期から資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。
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リリリリ    ーーーー    スススス    取取取取    引引引引    関関関関    係係係係

当中間会計期間
自 平成 14年 3月 １ 日
至 平成 14年 8月 31 日

前事業年度
自　平成 13年 3月 １ 日
至　平成 14年 2月 28日

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
   れるもの以外のファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
    額相当額及び中間期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　機械及び装置
取得価額相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,927千円
減価償却累計額相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　709千円
中間期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,218千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算定
しております。

(2)　未経過リース料中間期末残高相当額
1 年 以 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　654千円
1　年　超　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,563千円

　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,218千円
(注)  未経過リース料中間期末残高相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間
期末残高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

(3)　支払リース料及び減価償却費相当額
　　　支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　327千円
　　　減価償却費相当額　  　　　327千円

(4)　減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
    れるもの以外のファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
    額相当額及び期末残高相当額
                          機械及び装置
取得価額相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,927千円
減価償却累計額相当額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　381千円
期末残高相当額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,545千円

 (注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

(2)　未経過リース料期末残高相当額
１ 年 以 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　　　　654千円
１　年　超        　      2,891千円

       合　計                 3,545千円
(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算定し
ております。

(3)　支払リース料及び減価償却費相当額
      支払リース料             381千円
      減価償却費相当額         381千円

(4)　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法によっております。

（注）前中間会計期間においては、重要なリース取引は行っておりません。

有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    関関関関    係係係係

    当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で
    時価のあるものはありません。


